
スマイルサーバサービス利用規約 

 

 

第１編 総則 

 

 

第１章 総則 

 

(利用規約の適用) 

第１条 エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社(以下、「当社」という。)はスマイルサーバサービス利用規約（以

下、「本利用規約」という。）を定め、本利用規約に基づきスマイルサーバサービス (以下、「本サービス」という。)を

提供するものとする。 

２ 契約者は本利用規約を遵守して、本サービスを受けるものとする。 

３ 本サービスの全てに適用される規定は第１編、本サービスのうち特定のサービスについて、第１編に付加的に適用さ

れる規定は第２編にて定めるものとする。なお、第２編と第１編の規定が競合する場合は、第２編の規定を優先するも

のとする。 

４ 当社は本利用規約以外に、本サービスの利用条件について当社ホームページへの掲載その他当社が適当と認める方法

により定めることがあるものとするが、契約者はこれらの利用条件もあわせて遵守するものとする。 

 

(用語の定義等) 

第２条 本利用規約においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用するものとする。  

用 語 用語の意味 

契約者 本利用規約に基づく利用契約を締結し、本サービスの提供を受ける者。 

利用契約 
本利用規約に基づき当社と契約者との間に締結される本サービスの提供に関

する契約。 

提供サーバ 当社が本サービスを提供するため当社がデータセンタ内に設置するサーバ。 

ＩＤ (英)identification の省略語。契約者を識別するための符号のこと。 

パスワード ＩＤとともに契約者を識別するための符号のこと。 

レジストラ 
ドメイン名の登録申請を受け付けて、その登録データをレジストリのデータベ

ースに登録する組織。 

レジストリ 
ドメイン名のデータベースを維持･管理する組織。本利用規約においては株式

会社日本レジストリサービス（JPRS）を含めて解釈されるものとする。 

オンラインサインアップ 
当社が別途定めるホームページから、本サービスの支払い方法をクレジットカ

ードとして利用契約の申込を行うこと。 

個人情報 生存する特定の個人を識別することができる情報。 

 

(利用規約の変更) 

第３条 当社は、本利用規約を変更する場合があるものとする。この場合の料金その他の提供条件は、変更後の利用規約

によるものとする。 

２ 本利用規約の変更にあたっては、当社はその内容を当社ホームページへの掲載その他当社が適当と認める方法により

通知するものとする。 

 

(通知) 

第４条 当社から契約者への通知は、当社ホームページへの掲載もしくは電子メールの送信、その他当社が適当と認める

方法により行うものとする。 

２ 前項の通知は、当社ホームページへの掲載により行われたときは、当該ホームページへの掲載の時点で、電子メール

の送信により行われたときは、当該メールの発信時点で、契約者に到達したものとみなす。 

３ 第１項における電子メールの送信先は、契約者があらかじめ当社に届け出たその電子メールアドレス、または当社が

別途送信先として適当と認めた電子メールアドレスとする。 

 

 

第２章 契約 

 

(契約の単位) 

第５条 利用契約は、当社が別途定める単位で成立するものとする。 

２ 契約者が利用契約の成立を希望する場合、当社所定の手続きに従って、利用契約を締結するものとする。 

３ 当社は、本利用規約の他必要に応じて別途特約を定める場合があるものとする。この場合、契約者は本利用規約とと

もに特約を遵守するものとする。但し、特約と本利用規約の内容が競合する場合は特約の内容を優先するものとする。  

 

(利用契約の申込) 

第６条 利用契約の締結希望者（以下「利用契約締結希望者」という。）は、本利用規約を確認し、同意した上で、当社

所定の手続きに従って利用契約締結申込を行うものとする。 



２ 当社の承諾の有無に関わらず、利用契約締結希望者が、申込手続き後、利用開始日までに申込を取り消した場合は、

利用契約締結希望者は、初期料金が発生するサービスについては、料金表の初期料金相当額を支払う義務を負うものと

する。 

３ 契約者は、本人確認のための資料、その他当社が利用契約締結のために必要と定めた資料・情報について、当社から

求められた場合は、すみやかにこれに応じるものとする。 

 

(利用契約の承諾) 

第７条 当社が利用契約締結申込を承諾した場合は、利用開始日を記載した電子メールまたは書面等により通知するもの

とする。利用契約はこの利用開始日に成立するものとする。 

２ 前項にかかわらず、オンラインサインアップによる利用契約締結申込を当社が承諾した場合は、オンラインサインア

ップ完了画面により通知するものとする。利用契約の成立日は、オンラインサインアップ完了画面による通知をした日

とする。 

３ 当社は、次の場合には利用契約締結希望者による本サービス利用の申込を承諾しないことがあるものとする。オンラ

インサインアップによる利用契約締結申込においては、契約の承諾を取り消すものとする。 

(1) 利用契約締結申込書等において虚偽の事実を申し述べた場合 

(2) 自己振出した手形または小切手が不渡り処分を受ける等の支払い停止状態になった場合 

(3) 差押え、仮差押え、仮処分もしくは競売の申立てがあった場合、または租税滞納処分を受けた場合 

(4) 破産、会社更生手続開始もしくは民事再生手続開始の申立てがあった場合、または清算に入った場合 

(5) 解散または事業の全部もしくは重要な一部の譲渡を決議した場合 

(6) その他財産状態が悪化し、またはそのおそれがあると認められる相当の事由がある場合 

(7) 未成年者、成年後見の開始の審判を受けたもの、もしくは保佐開始の審判を受けたもの、のいずれかであり、利用

申込の際に成年後見人または保佐人の同意等を得ていなかった場合 

(8) 支払方法として指定したクレジットカードを正当に使用することができない場合 

(9) 支払方法として指定したクレジットカードが、クレジット会社により利用の差し止めがおこなわれている場合 

(10) 利用契約締結希望者が第３０条（提供停止）第１項各号のいずれかに該当する場合 

(11) 利用契約締結希望者が過去において第３０条（提供停止）第１項各号のいずれかに該当した場合、または当社の提

供する他のサービスにおいて同様の行為を行ったことがある場合 

(12) 日本国内に住所を有していないなど、契約者との連絡やその他契約事務手続きが困難になることが想定される場

合 

(13) 当社が、別途実施する審査の結果、申込の承諾が不適切と判断した場合 

(14) 当社が利用契約締結申込を確認してから 60 日間を経過した後も前条第３項に該当する情報の提供がない場合 

(15) 前各号のほか、当社が利用契約の承諾を不適切と認めた場合 

４ 当社が申込を承諾しない場合には、当社は利用契約締結申込者に対してその旨を通知するものとする。 

 

(利用契約の変更) 

第８条 契約者が、利用契約について変更を希望する場合は、当社所定の手続きに従って、申込むものとする。 

２ 前項の申込を承諾した場合は、当社は契約者に対しその旨を通知するものとする。 

３ 第１項の申込があった場合で、契約者が前条（利用契約の承諾）第３項各号に該当するときは、当社は申込を承諾し

ないことがあるものとする。この場合は契約者にその旨を通知するものとする。 

 

(契約者の地位の承継) 

第９条 契約者である個人が死亡した場合、その事実を当社が知った日に当社は利用契約を終了することができるものと

する。但し、当社はこれを直ちに終了させることなく終了までに期間を置くことができるものとする。なお、すでに支

払われた料金については一切返還しないものとする。 

２ 契約者である法人が合併、分割、譲渡等により変更がある場合、もしくは、契約者である任意団体の代表者を変更す

る場合、契約者はその旨を直ちに当社に書面で通知するものとし、当社はその通知受領後１ヶ月以内に、当該承継者に

書面による通知をして利用契約を解約することができるものとする。当社が解約しなかった場合、承継者は利用契約に

基づく一切の債務を承継するものとする。 

 

(利用申込書等の記載事項の変更) 

第１０条 契約者は、利用申込書の記載事項もしくはオンラインサインアップ時の登録情報に変更があった場合は、速や

かに当社所定の手続きに従って、届け出るものとする。 

２ 前項の届け出があった場合は、当社は届け出のあった事実を証明する書類の提出を契約者に求める場合があるものと

し、契約者はこれにすみやかに応じるものとする。 

 

(契約者による利用契約の解約) 

第１１条 契約者は、利用契約を解約する場合は、当社に対し、当社が別途定める手順にて事前に書面等により通知する

ものとする。 

 

(当社による利用契約の解約) 

第１２条 当社は、 第３０条(提供停止)の規定により、本サービスの提供を停止された契約者が当社の指定する期間内

にその停止事由を解消または是正しない場合は、その利用契約を解約できるものとする。 

２ 契約者が次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規定にかかわらずその利用契約を即時解約できるものとす



る。 

(1) 自己振出した手形または小切手が不渡り処分を受ける等の支払い停止状態になった場合 

(2) 差押え、仮差押え、仮処分もしくは競売の申立てがあった場合、または租税滞納処分を受けた場合 

(3) 破産、会社更生手続開始もしくは民事再生手続開始の申立てがあった場合、または清算に入った場合 

(4) 解散または事業の全部もしくは重要な一部の譲渡を決議した場合 

(5) その他財産状態が悪化し、またはそのおそれがあると認められる相当の事由がある場合 

(6) 第３０条(提供停止)第１項各号のいずれかの事由があり、本サービスの提供に著しく支障を及ぼすおそれがあると

認められる場合 

(7) その他当社が利用契約の即時解約が望ましいと判断した場合 

３ 当社は、前項の規定により利用契約を解約しようとする場合には、その契約者に解約の旨を通知もしくは催告しない

場合があるものとする。 

４ 当社は、３ヶ月の予告期間をもって利用契約を解約できるものとする。 

 

(最低契約期間) 

第１３条 本サービスの最低契約期間（以下「最低契約期間」というものとする。）は、料金表に規定する通りとする。 

 

 

第３章 サービス 

 

(サービスの内容) 

第１４条 本サービスは、当社がサーバ上で提供する機能を、契約者単独または他の契約者と共用する形態により、主に

インターネット経由でご利用いただくサービス、並びにその附帯サービスとする。 

２ 本サービス内容の詳細は、「スマイルサーバ ver.4」サービスではスマイルサーバ ver.4 サービス仕様書、「スマイル

サーバ ver.5」サービスではスマイルサーバ ver.5 サービス仕様書にて定めるものとする。 

３ 本サービス内容の詳細は、当社が必要と判断した場合、利用契約締結希望者および契約者の承諾なしに変更する場合

があるものとする。 

 

(ソフトウェア) 

第１５条 本サービスで提供されるソフトウェア・プログラムの権利は当社または当社が別に定めるものに帰属するもの

とし、契約者は当社または当社が別に定めるものが別途示す当該ソフトウェア･プログラムに関する利用条件を遵守する

ものとする。 

２ 契約者は契約者がライセンスを所有しているソフトウェア・プログラムを除き、本サービスの利用のために当社から

提供されたすべてのソフトウェア・プログラムに関して、提供サーバ以外で使用することはできないものとする。 

３ 契約者は、当社から提供されたソフトウェアを第三者に対し貸与、譲渡、使用許諾、その他の処分を実施できないも

のとする。 

４ 契約者は、自らソフトウェア･プログラムを用意し、本サービスで利用することができるが、当社の提供するソフト

ウェア・プログラムに適合したものを利用することを予め承諾するものとする。 

５ 当社は、契約者に提供するソフトウェア・プログラムについて、契約者に事前に通知のうえ、バージョンアップや修

正などの措置を実施できるものとする。ただし、当社判断のうえ、通知を省略または事後とする場合があるものとする。 

 

(サービスの終了) 

第１６条 当社は、本サービスを終了する場合があるものとする。 

２ 前項の場合、当社は、本サービス終了日の３ヶ月前までにあらかじめ通知するものとする。但し、天災その他の不可

抗力等の当社の責に帰すべからざる事由により、当社の設備の使用が不可能となり、かつ、修復の見込みがない場合に

は、この限りではない。 

３ 本サービス廃止により、契約者が何らかの損害を被った場合においても、当社は一切その責任を負わないものとする。 

 

 

第４章 データの取扱い 

 

(データの消去等) 

第１７条 第１１条(契約者による利用契約の解約)、第１２条(当社による利用契約の解約)、または前条（サービスの終

了）により、サービスを解約または終了した場合、当該契約者への事前の通知を行うことなく、当該掲載情報やソフト

ウェア・プログラム等、提供サーバのデータを完全に消去するものとする。 

２ 当社は、提供サーバのデータが、当社の定める所定の基準を超えた場合は、契約者に対し、何らの通知なく、当該デ

ータを削除し、または当該データの転送もしくは配送を停止することがあるものとする。 

３ 第２９条（提供中止）第１項第１号の場合、当社は提供サーバのデータをやむを得ず削除することがあるものとする。 

４ 契約者の故意の有無にかかわらず、第３１条（禁止事項）各号に違反して掲載されているデータについて、当社は事

前に契約者に通知して削除することができるものとする。ただし、緊急を要すると当社が判断した場合は、通知は事後

となる場合があるものとする。 

５ 第２９条（提供中止）または第３０条（提供停止）により本サービスの提供を停止等した場合、契約者は提供サーバ

のデータに対するアクセスの権利を失い、当社は契約者にいかなる形態であれ、それらのデータまたはそのコピーを利

用させる義務を負わないものとする。 



６ 当社は前各項の措置により契約者に損害が生じたとしても、一切その責任を負わないものとする。 

 

(データの取扱い) 

第１８条 本サービスにおける提供サーバのデータが、滅失、毀損、漏洩、その他本来の利用目的以外に使用されたとし

ても、その結果発生する直接または間接の損害について、当社に故意または重過失がある場合を除き、当社はいかなる

責任も負わないものとする。 

 

(データの複写および保管) 

第１９条 本サービスにおいて、当社はサーバ設備の故障または停止等の復旧に対応するため、提供サーバのデータを複

写および保管することがあるものとする。 

 

(データの開示) 

第２０条 当社は本サービスに係る一切のデータを開示しないものとし、当社は当該措置により契約者に損害が生じた

としても、一切その責任を負わないものとする。 

 

 

第５章 料金等 

 

(料金等) 

第２１条 本サービスの料金は、料金表に定めるとおりとする。 

 

(料金等の支払義務) 

第２２条 契約者は、前条(料金等)の料金を支払う義務を負うものとする。 

２ 第３０条(提供停止)の規定により本サービスの提供が停止等された場合であっても本サービスの料金の算出につい

ては、当該サービスの提供があったものとして取り扱うものとする。 

３ 第７条（利用契約の承諾）第３項の規定により、当社が契約の承諾を取り消した場合であっても、当社は利用申込者

に対して契約が成立した場合と同額の損害金を請求することがあるものとする。損害金の請求の手続は料金等の請求の

手続と同様とする。 

 

(料金等の計算方法) 

第２３条 本サービスの料金の計算方法については、第２編にて定めるものとする。 

 

(料金等の支払い方法)  

第２４条 契約者は当社に対し、第２１条(料金等)に定める料金を当社からの請求に基づき、以下のいずれかの方法によ

り支払うものとする。 

(1) 支払方法として請求書による支払を指定した契約者は、請求書に記載の期日(以下、「支払期日」というものとする。)

までに、当社の指定する金融機関の口座に支払うものとする。但し、振り込み手数料等に関する費用については、契約

者の負担とする。 

(2) 支払方法としてＮＴＴファイナンス、もしくはＮＴＴ西日本またはＮＴＴ東日本の請求書による支払を指定した契

約者は、ＮＴＴファイナンス、もしくはＮＴＴ西日本またはＮＴＴ東日本が指定する期日までに料金を支払うものとす

る。 

(3) 支払方法として口座振替による支払を指定した契約者は、当社が指定する期日に口座振替により料金を支払うもの

とする。 

(4) 支払方法としてクレジットカードによる支払を指定した契約者は、当該クレジット会社の規約に基づき料金を支払

うものとする。 

２ 契約者は、支払方法の変更について、即時に完了するものではなく、金融機関等の審査に時間を要すること、また当

該審査の結果によっては変更が認められないことを予め承諾したうえで、当社所定の手続きにより申し込むものとする。

なお、支払方法の変更が完了するまでの支払方法については、別途当社が契約者に指定する場合をのぞき、当該変更前

の支払方法によるものとする。 

３ 契約者と金融機関等の間で紛争が発生した場合は、当該当事者双方で解決するものとし、当社には一切の責任がない

ものとする。 

 

(延滞損害金) 

第２５条 契約者が、料金その他の債務について支払期日を経過してもなお支払いがない場合、当該契約者は支払期日の

翌日から支払いの日の前日までの日数について、年１４.５％の割合で計算して得た額を、延滞損害金として当社が指定

する期日までに支払うこととする。 

２ 天災その他やむを得ない事由により支払期日内に支払をなし得ない場合は、当該事由の継続する期間は支払期日に算

入せずまたは延滞損害金を支払う日数に算入しないものとする。 

 

(消費税等) 

第２６条 契約者が当社に対し本サービスに係わる債務を支払う場合において、消費税法および同法に関する法令の規定

により当該支払いについて消費税および地方消費税が賦課されるものとされているときは、契約者は当社に対し当該債

務を支払う際に、これに対する消費税および地方消費税相当額を併せて支払うものとする。 



 

(端数処理) 

第２７条 当社は料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるも

のとする。 

 

 

第６章 提供中止および提供停止 

 

(非常事態時の利用の制限) 

第２８条 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、または発生するおそれがある場合は、本サービスを制限する

措置を採ることがあるものとする。 

 

(提供中止) 

第２９条 当社は、次の場合には、本サービスの提供を中止することができるものとする。 

(1) 当社の本サービス用設備の保守、工事または障害等やむを得ない場合 

(2) 当社以外の電気通信事業者が電気通信サービスを中止した場合 

(3) 当社の設備に不正アクセス、クラッキング、アタック等の行為があったとき、またはこれらの行為が行われている

と疑われる場合 

(4) 前条(非常事態時の利用の制限)の規定により、本サービスの利用の制限を行う場合 

２ 当社は、前項の規定により本サービスの提供を中止する場合は、事前にその旨を契約者に通知するものとする。但し、

緊急の場合、その他やむを得ない場合はこの限りではないものとする。 

 

(提供停止) 

第３０条 当社は、契約者が次の各号のいずれかに該当する場合は、本サービスの提供を停止することができるものとす

る。 

(1) 本利用規約の規定に違反した場合 

(2) 契約者が当社に届け出た連絡先との連絡がとれない場合（当社が契約者宛に発送した郵便物が宛先不明で当社に返

送された場合を含むものとする。） 

(3) 当社が提供するサービスを直接または間接に利用する者のその当該利用に対し過大な負荷または重大な支障を与え

る態様(本サービスを構成する当社のシステムやデータ等の損壊を含むがそれに限定されないものとする。)において本

サービスを利用した場合 

(4) 契約者の故意の有無にかかわらず、提供サーバに対して、不正アクセス、クラッキング、アタック行為などの何ら

かの不正な攻撃や不正中継が行われた場合 

(5) 契約者と料金支払者が異なる場合において、料金支払者より、料金支払停止の通告があり、契約者がそれに代わる

料金支払方法を届け出ない場合 

(6) 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律に関する申告が有り、その申告

が妥当であると当社が判断する相当の理由があった場合 

(7) 第７章に定める契約者の義務に違反した場合 

(8) 当社との他の契約において、契約解約または提供停止になった場合 

(9) その他、当社が不適切と判断する場合 

２ 当社は、前各項の規定により、本サービスの提供を停止する場合は、あらかじめ、その理由、提供を停止する日およ

び期間等を契約者に通知するものとする。但し、緊急の場合、その他やむを得ない場合はこの限りではないものとする。 

３ 当社は、第１項により本サービスの提供を停止する以外に、第１項各号のいずれかの影響を遮断するため、やむを得

ず当社が別に定める措置を実施する場合があるものとする。 

４ 前項の措置を実施するにあたっては第２項を準用するものとする。 

 

 

第７章 契約者の義務 

 

(禁止事項) 

第３１条 契約者は、本サービスの利用にあたり、次の行為を行わないものとする。 

(1) 法令に違反する、またはそのおそれのある行為、もしくはそれに類似する行為 

(2) 当社または第三者を差別もしくは誹謗中傷し、またはその名誉、信用、プライバシー等の人格的利益を侵害する行

為、またはそのおそれのある行為 

(3) 当社または第三者の著作権、その他の知的財産権を侵害する行為、またはそのおそれのある行為 

(4) 当社または第三者の法的保護に値する一切の利益を侵害する行為、またはそのおそれのある行為 

(5) 犯罪行為、または犯罪行為をそそのかしたり容易にさせる行為、またはそれらのおそれのある行為 

(6) 虚偽の情報を提供する行為、またはそのおそれのある行為 

(7) 無限連鎖講(ネズミ講)またはマルチ商法に類する商法を開設し、またはこれを勧誘する行為 

(8) 公職選挙法に違反する行為、またはそのおそれのある行為 

(9) 当社の本サービスの提供を妨害する行為、またはそのおそれのある行為 

(10) 第三者の通信に支障を与える方法または態様において本サービスを利用する行為、またはそのおそれのある行為 

(11) コンピュータウィルス等他人の業務を妨害するまたはそのおそれのあるコンピュータ・プログラムを本サービス



を利用して使用したり、第三者に提供する行為、またはそのおそれのある行為 

(12) 無断で第三者に広告、宣伝もしくは勧誘のメール（特定電子メールを含むがそれに限定されないものとする。）を

送信する行為、または受信者が嫌悪感を抱く、もしくはそのおそれのあるメール(迷惑メール)を送信する行為、または

それに類似する行為 

(13) アダルト、わいせつ、出会い系、児童買春、児童ポルノ、または児童虐待にあたる画像・文書等を送信または掲載

する行為、またはそれに類似する行為 

(14) 風俗営業等の規制および適正化に関する法律が規定する映像送信型性風俗特殊営業、またはそれに類似する行為 

(15) 児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰および児童の保護等に関する法律に違反する行為、またはそのおそれの

ある行為 

(16) インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律が定義するインターネット異

性紹介事業、またはそれに類似する行為 

(17) 薬物犯罪、規制薬物等の濫用に結びつく、もしくは結びつくおそれの高い行為、未承認もしくは使用期限切れの医

薬品等の広告を行う行為、またはインターネット上で販売等が禁止されている医薬品を販売等する行為または、それに

類似する行為 

(17) 第三者の通信環境を無断で国際電話またはダイヤルＱ２等の高額な通信回線に変更する行為、および設定を変更

させるコンピュータ・プログラムを配布する行為 

(18) 本サービスからアクセス可能な第三者の情報を改竄し、または消去する行為 

(19) 当社または第三者の運用するコンピュータ、電気通信設備等に不正にアクセスする行為、クラッキング行為、アタ

ック行為、および当社または第三者の運用するコンピュータ、電気通信設備等に支障を与える方法または態様において

本サービスを利用する行為、およびそれらの行為を促進する情報掲載等の行為、またはそれに類似する行為 

(20) 他人のＩＤまたはパスワードを不正に使用する行為、またはそれに類似する行為 

(21) 個人情報を、偽りその他不正の手段により取得する行為、またはそれに類似する行為 

(22) 個人情報を、本人の同意なく違法に第三者に提供する行為、またはそれに類似する行為 

(23) 本人の明確な同意なくしてまたは詐欺的手法を用いて第三者の個人情報を調査、収集、利用する行為 

(24) 当社と契約者との間で締結された契約の範囲を超えた関係が存在すると第三者に誤解させる行為、またはそのお

それのある行為 

(25) その他法令に違反する行為、または他人の法的利益を侵害したり、公序良俗に反する方法または態様において本サ

ービスを利用する行為 

(26) 当社または第三者に迷惑、不利益もしくは損害を与える行為またはそのおそれのある行為 

(27) その行為が前各号のいずれかに該当することを知りつつ、その行為を助長する態様でリンクをはる等、当該行為を

誘引する、または結果として同等となる行為 

(28) その他当社が不適切と判断する行為 

２ 当社は、第１項各号のいずれかの行為が行なわれた場合、当社が別に定める措置を契約者に対して指示する場合があ

るものとし、契約者はこれに従うものとする。 

３ 契約者が第１項で規定する禁止行為に該当する行為を行っていると当社で判断した場合、当社は第３０条（提供停止）

に定める措置を行うほかに、当社が契約者の違反行為により被る損害費用等を契約者に請求する場合があり、契約者は

これに従うものとする。 

 

(利用責任者) 

第３２条 本サービスの利用にあたり、契約者は、必要に応じて利用責任者を選任することができるものとする。契約者

は、利用責任者の選任または交代が生じる場合、当社が指定する方法にてあらかじめその旨を届け出るものとする。 

２ 利用責任者は当社との連絡、協議の任にあたるとともに、本利用規約に基づく情報通信サービスの利用適正化を図る

ものとする。 

 

(守秘義務) 

第３３条 契約者は、利用契約の履行に関して知り得た当社の秘密情報を第三者に提供、開示、漏洩してはならないもの

とする。なお、本条は利用契約終了後も有効とする。 

 

(ＩＤ・パスワード情報の管理義務) 

第３４条 当社は本サービスの提供内容によってＩＤおよびパスワードを定めるものとする。 

２ 契約者は前項のＩＤおよびパスワードを厳重に管理するものとし、これらの不正使用により当社または第三者に損害

を与えることのないように万全の配慮を講じるものとする。また、契約者は不正使用に起因するすべての損害について

責任を負うものとし、当社は当該損害の発生について当社に故意または重過失がある場合を除き、免責されるものとす

る。 

３ 契約者は、ＩＤおよびパスワードが第三者によって不正に使用されたことが判明した場合には、直ちに当社にその旨

を連絡するものとする。 

 

(情報の正確性確保) 

第３５条 契約者は本サービスの利用のために当社に提供した情報のすべてを正確かつ最新のものに保つものとする。 

 

(権利の譲渡等の制限) 

第３６条 契約者は、本サービスの提供を受ける権利など利用契約上の権利について、第三者に譲渡、販売、質入れ等の

行為をすることができないものとする。ただし、当社が別途認める場合はこの限りではない。 



 

(本人の同意) 

第３７条 契約者は、利用・変更の申込等にあたり当社に提出する書類等に個人情報を記載する場合は、当社（当社が個

人情報を第三者に提供することについて、当該個人に同意を求める旨を明示している場合は、当該個人情報の提供先と

なる第三者を含む。）に当該個人情報を提供することについて本人の同意を得た上で記載を行うものとする。 

 

 

第８章 個人情報の取り扱い 

 

(個人情報の取り扱い) 

第３８条 当社は、契約者から提供をうけた個人情報について、別途当社が定める個人情報保護ポリシー

（http://www.nttsmc.com/policy.html）にしたがって取り扱うものとする。２ 当社は、判決、決定、命令その他の司

法上または行政上の要請、要求または命令により契約者から提供をうけた個人情報の開示を要求された場合、法令等（刑

事訴訟法、弁護士法、特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限および発信者情報の開示に関する法律を含むがこ

れに限らない）に基づき、本人の同意なく当該個人情報の開示を含め、適正に対応するものとする。 

 

 

第９章 損害賠償等 

 

(責任の制限) 

第３９条 当社は、本サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由により、契約者が全く利用できな

い状態に陥ったサービスが生じたときは、契約者が当該サービスを全く利用できない状態にあることを当社が知った時

刻から起算して、連続して２４時間以上、当該サービスが利用できなかったときに限り、損害賠償するものとする。 

２ 前項の場合、当社は、契約者からの請求により、当該サービスを利用できないことを当社が知った時刻から当該サー

ビスの提供が可能と当社が確認した時刻までの時間を２４で除した数（小数点以下の端数は切り捨てるものとする。）に、

当該サービスにかかる月額料金または年額料金の１２分の１の料金の３０分の１を乗じて算出した額を限度として、契

約者に現実に発生した直接損害の賠償請求に応じるものとする。但し、契約者が当該請求をし得ることとなった日から

３ヶ月を経過する日までに当該請求をしなかった場合は、契約者はその権利を失うものとする。 

３ 当社はその帰責事由により前条（個人情報の取り扱い）に反する行為をして契約者に損害を与えた場合、契約者に対

して、その請求に基づき、利用契約の月額料金を限度とした通常の直接損害を賠償するものとする。 

４ 第１項または第３項の損害の発生について、当社に故意または重大な過失があった場合、当該項は適用しないものと

する。 

５ 天災地変等当社の責に帰さない事由により生じた損害、当社の予見の有無を問わず特別の事情から生じた損害、逸失 

利益を含む間接損害については、当社は賠償責任を負わないものとする。 

 

(第三者との紛争) 

第４０条 契約者による本サービスの利用に関連して、第三者から損害賠償請求された場合、または第三者との間で何ら

かの問題が発生した場合、契約者は責任をもって当該第三者と対応するものとする。 

２ 前項の定めにかかわらず、前項に関連して、第三者が当社に対して何らかの請求を行い、または訴訟を提起した場合、

契約者は当社が当該第三者に対応するに際し、あらゆる協力を行い、可能な限り自ら対応するものとする。 

３ 契約者が、本サービスを利用することにより、第三者に損害を与え、そのことにより当社が損害を被った場合には、

契約者は当社に対しその損害を賠償するものとする。 

 

(免責) 

第４１条 当社は、本利用規約で特に定める場合を除き、契約者が本サービスの利用に関して被った損害については、そ

の原因の如何によらず、いかなる賠償の責任も負わないものとする。但し、当該損害の発生について当社に故意または

重大な過失があった場合はこの限りではない。 

２ 契約者および第三者が本サービスを通じて得る情報等について、当社はその完全性、正確性、確実性、有用性等いか

なる保証も負うものではない。 

 

 

第１０章 その他 

 

(専属管轄裁判所) 

第４２条 契約者と当社との間で本サービスの利用に関連して紛争が生じた場合は、大阪簡易裁判所もしくは大阪地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

(準拠法) 

第４３条 本利用規約は、日本国の諸法令、諸規則に準拠し、同法に基づいて解釈されるものとする。 

 

(協議) 

第４４条 本利用規約に定めがない事項および疑義が生じた事項については、契約者および当社は誠意をもって協議し円

満にその解決にあたるものする。 

http://www.nttsmc.com/policy.html


 

 

 

第２編 特則 

 

 

第１章 料金の計算方法 

 

（適用範囲） 

第４５条 本サービスの料金の計算方法については、本章を適用する。 

 

（定義） 

第４６条 本章で使用される用語は、料金表に記載された用語と同じ意味とする。 

 

（月額料金の計算方法） 

第４７条 基本サービスおよびオプションサービス（料金表に日割精算の記載があるものを除く）の月額料金については、

毎月、暦月に従って計算した１ヶ月単位の料金の額とし、日割精算は行わないものとする。ただし、利用開始日が月の

中途である場合は、当該月の月額料金については、次の式により算出された金額とする。 

[月額料金]×[その月の利用開始日から月末日までの日数]／[当該月の日数] 

２ オプションサービス（料金表に日割精算の記載があるもの）の月額料金は次の式により算出された金額とする。 

[月額料金]×[その月の契約期間日数]／[当該月の日数] 

３ 契約者がオプションサービス（料金表に日割精算の記載があるもの）の変更を月の中途で行う場合の該当オプション

サービスの月額料金の計算方法は、次の式により算出された料金とする。 

{ [変更前の月額料金]×[その月の変更前の契約期間日数]／[当該月の日数] }＋{ [変更後の月額料金]×[その月の変

更後の契約期間日数]／[当該月の日数] } 

４ オプションサービス（料金表に日割精算の記載があるものを除く）が解約されるときは、当該オプションサービスの

月額料金については次の通りとする。 

(1) 最低契約期間経過後の解約となる場合は、第１項による料金額を適用する。 

(2) 最低契約期間内の解約となる場合は、解約のあった次の日から最低契約期間の末日までの期間に対応する料金の全

額を当社が別に定める方法により、契約者は当社に一括して支払うものとする。 

５ 契約者が、利用契約を最低契約期間内に解約し、または契約者の責に帰すべき事由により利用契約を解約された場合

は、次の各号の料金の全額を、当社が別に定める方法により、契約者は当社に一括して支払うものとする。 

(1) 解約があった次の日から最低契約期間の末日までの期間に対応する当該利用契約に関するプランの月額料金。 

(2) 当該利用契約にオプションサービスが付加されている場合は、第２項または第３項または第４項に基づき計算され

た当該オプションサービスの月額料金。 

(3) その他、未払いの初期料金・手数料・前各号以外の月額料金。 

６ 当社は、第４項、第５項を適用しない場合があるが、その条件は当社が別途定めるものとする。 

 

（年額料金の計算方法） 

第４８条 年額料金の契約期間は 1 年目の契約日から当月末までとその翌月から 11 カ月間、2 年目以降は暦月に従って

計算した１年単位とする。 

２ 基本サービスおよびオプションサービスの年額料金については、毎年、暦月に従って計算した１年単位の料金の額と

し、日割、月割精算は行わないものとする。 

３ 契約期間中に解約する場合、契約残期間分の料金の返金はしない。 

 

 

第２章 ドメイン名に関連するサービス 

 

（適用範囲） 

第４９条 本章は、次の各サービスに適用する。 

(1) ドメイン名代行申請（属性型ＪＰドメイン名） 

(2) ドメイン名代行申請（ｇＴＬＤドメイン名） 

(3) ドメイン名代行申請（ＧｅｏＴＬＤドメイン名） 

(4) ドメイン名代行申請（汎用ＪＰドメイン名） 

(5) 指定事業者・レジストラ変更 

(6) ドメイン名維持管理 

 

(ドメイン名に関する禁止事項) 

第５０条 契約者はドメイン名に関する次の行為を行わないものとする。 

(1) 本人の許可なく、第三者の情報を用いて、ドメイン名の登録を行う行為 

(2) ドメイン名を本人が使用する意思なく、第三者に転売または権利譲渡のみを目的として取得する行為 

 

(ドメイン名資源管理団体の規約等の遵守) 



第５１条 契約者は、Internet Corporation for Assigned Names and Numbers（以下、「ICANN」という。）、Japan Registry 

Service（以下、「JPRS」という。）（以下、ICANN と JPRS をあわせて「ドメイン資源管理団体」という。）の定めるガイ

ドラインおよび、紛争処理方針その他これに付随する規則（以下「紛争処理方針等」という。）を遵守するものとする。 

２ 契約者は、ドメイン資源管理団体が必要に応じていつでも紛争処理方針等を変更できる権限を持つことを承諾するも

のとする。紛争処理方針等の変更後に契約者がドメイン名を継続して使用することは、その変更を承諾したものとする。 

３ 契約者は、第三者がドメイン名に対し異議を申し立てたときにはその時点において効力のある紛争処理方針等に従う

ものとする。 

 

(ドメイン名に関する登録情報の扱い) 

第５２条 契約者は次の各号について同意するものとする。 

(1) 当社所定の申請書類に記載された情報には、レジストリまたはレジストラが必要とする情報（以下「ドメイン登録

情報」という。）が含まれること。 

(2) 当社がドメイン登録情報を、提携するレジストリまたはレジストラに対して提供すること。 

(3) レジストリまたはレジストラが別途定めるドメイン登録情報に関する項目・利用目的等。 

(4) レジストリ、レジストラが採用するポリシー、ガイドライン、規約、規則、指針、その他の取り決め（以下、「上位

規約」という。）を遵守すること。 

 

(ドメイン名の登録の停止・取消等) 

第５３条 契約者は、レジストリ、レジストラまたは当社が下記の場合において契約者のドメイン名登録を停止、抹消、

取消、移転、修正する権利を保持することを承諾するものとする。 

(1) 契約者が、紛争処理方針等または上位規約に違反し、レジストリ、レジストラまたは当社による注意にても違反を

是正しないとき 

(2) ドメイン資源管理団体の定めたポリシーに基づく手続きによる場合 

(3) ドメイン名登録を停止、抹消、取消、移転、修正する、各国（日本または米国に限らない）の法律的な根拠がある

場合 

(4) レジストリ、レジストラの管理者により、あらゆる種類のエラーを修正する場合 

(5) ドメイン名に関する紛争を解決する場合 

２ 契約者は、レジストラ変更に伴う場合を除き、当社との利用契約が終了した場合には、当社がドメイン名登録を抹消

することを承諾するものとする。 

 

(ドメイン名に関する免責事項) 

第５４条 当社は、レジストリまたはレジストラが行うドメイン名の登録のための手続きが遅延、レジストリまたはレジ

ストラがその手続きを行わなかったことにより、契約者および第三者に損害が生じたとしても、一切その責任を負わな

いものとする。 

 

(ドメイン名登録に関する第三者の同意) 

第５５条 ドメイン登録情報に第三者に関する情報が含まれる場合、契約者は、当該第三者本人から当該情報に関する第

５２条（ドメイン名に関する登録情報の扱い）各号に定める事項について同意を得ておくものとする。 

２ 当社は契約者に対して、当社が別途定める方法により、前項の第三者に対して当該第三者の情報に関する通知を行う

よう、請求することができるものとし、契約者はこれに応じるものとする。 

 

 

第３章 ＩＰアドレス登録に関連するサービス 

 

（適用範囲） 

第５６条 本章は、次の各サービスに適用する。ただし、当社指定の IP アドレスを登録する場合は、この限りではない。 

(1) 専用サーバ（ＷＥＢコース） 

(2) 専用サーバ（ＷＥＢ＆ＭＡＩＬコース） 

(3) セキュリティ強化パック（専用サーバ） 

(4) ＩＰアドレス拡張 

 

(ＩＰアドレスに関する登録情報の扱い) 

第５７条 契約者は次の各号について同意するものとする。 

(1) 当社所定の申請書類に記載された情報にはJPNICが必要とする情報（以下「ＩＰアドレス登録情報」という。）が

含まれること。 

(2) ＩＰアドレス登録情報を、JPNICに対して提供すること。 

(3) JPNICが別途で定めるＩＰアドレス登録情報に関する項目・利用目的（WHOISによる一部情報の公開を含む。）等。 

(4) JPNICが採用するポリシー、ガイドライン、規約、規則、指針、その他の取り決めを遵守すること。 

 

(ＩＰアドレス登録に関する第三者の同意) 

第５８条 ＩＰアドレス登録情報に第三者に関する情報が含まれる場合、契約者は、当該第三者本人から当該情報に関

する前条（ＩＰアドレスに関する登録情報の扱い）各号に定める事項について同意を得ておくものとする。 

２ 当社は契約者に対して、当社が別途定める方法により、前項の第三者に対して当該第三者の情報に関する通知を行



うよう、請求することができるものとし、契約者はこれに応じるものとする。 

 

 

 

第４章 おまかせパック 

 

（契約関係） 

第５９条 おまかせパックに含まれる、次の各サービス（以下「バンドルサービス」という。）については、それぞれ以

下に示す事業者（以下、本章において「提供事業者」という。）が提供するサービスであり、バンドルサービスに関する

契約は、契約者と提供事業者との間で利用契約とは別に成立するものとする。 

サービス名 提供事業者（住所） 
当該サービスが含まれるおまかせ

パックの名称 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（簡

単ホームページ制作）」 

株式会社エッセンティア（〒153-

0064 東京都目黒区下目黒 2-20-28 

東信目黒ビル 4F） 

簡単ホームページパック※4 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（簡

単ホームページ更新プラス）」 

同上 簡単ホームページパック更新プラス※4 

テンプレートブログ制作サービス 

「Busilog for レンタルサーバ」 
同上 ビジネスブログパック※4 

iQ CMS  

株式会社シーエムエスエス（〒141-

0031 東京都品川区西五反田 1-21-

8KSS 五反田ビル 6F） 

ＣＭＳパック※4 

サーバ証明書サービス「セコムパスポート 

for Web SR2.0」 

セコムトラストシステムズ株式会

社（〒150-0001 東京都渋谷区神宮

前 1-5-1 セコム本社ビル 4F ） 

ショップ開設・運営パック※4 

セキュリティ強化パック（共用サ

ーバ、専用サーバ共通）※4 

「サイボウズ® Office 6」基本セット 10 ユ

ーザー版 

サイボウズ株式会社（〒103-6028 

東京都中央区日本橋 2-7-1 東京日

本橋タワー 27 階） 

グループウェアパック※1 

「サイボウズ® Office 7」基本セット 10 ユ

ーザー版 
同上 グループウェアパック※2 

「サイボウズ® Office 8」基本セット 10 ユ

ーザー版 
同上 グループウェアパック※3 

「サイボウズ® Office 9」基本ライセンス

スタンダードコース 10 ユーザー版 
同上 グループウェアパック※4 

※1：2008年 6月 1 日以前の契約者に限り提供するものとする。 

※2：2009年 4月 23日以前の契約者に限り提供するものとする。 

※3：2011年 10 月 2日以前の契約者に限り提供するものとする。 

※4：2012年 4月 15日以前の契約者に限り提供するものとする。 

 

（利用申込） 

第６０条 おまかせパックの利用契約締結希望者は、本利用規約以外に、バンドルサービスに関する提供事業者の契約条

件を確認し、これに従うことに同意した上で、当社所定の手続きに従って利用契約締結申込を行うものとする。 

２ 契約締結希望者は、当社が契約締結希望者から提供をうけた個人情報について、利用契約締結申込およびサービス

提供に必要となる情報を提供事業者に対して提供することがあることについて、同意するものとする。 

 

（承諾） 

第６１条 おまかせパックについては、第７条（利用契約の承諾）第３項各号に該当する場合以外に、提供事業者の審査

結果によっては申込を受理できないまたは事後に承諾を取り消す場合があるものとする。 

 

（免責） 

第６２条 バンドルサービス（モバイルサーバを除く）については、当社とは別の事業者が提供するサービスとなること

から、その内容・利用について当社は一切の責任を負わないものとする。 

２ 当社はこれらのサービスについて契約者からの一次問い合わせには対応するが、切り分けによりその対応が上記各社

によるべきと当社が判断した場合、契約者は当該各社と対応するものとする。 

 

 

第５章 オプションサービス 

 

（契約関係） 

第６３条 オプションで提供するサービスのうち、次項で示すサービス（以下「ビジネス支援サービス」という。）につ

いては、当社以外の事業者（以下、本章において「提供事業者」という。）が提供するサービスであり、ビジネス支援サ



ービスに関する契約は、契約者と提供事業者との間で利用契約とは別に成立するものとする。 

２ ビジネス支援サービスは以下に示すとおりである。 

サービス名 提供事業者（住所） 
当該サービスを元に提供している

オプションサービス 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（簡

単ホームページ制作）」※1 

株式会社エッセンティア（〒153-

0064 東京都目黒区下目黒 2-20-28 

東信目黒ビル 4F） 

－ 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（簡

単ホームページ更新プラス追加用）」※1 

同上 － 

テンプレートブログ制作サービス 

「Busilog for レンタルサーバ」※1 
同上 － 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（自

分で制作コース）」 

同上 簡単ホームページ制作※2 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（入

稿コース）」 

同上 簡単ホームページ制作※2 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（お

まかせコース）」 

同上 簡単ホームページ制作※2 

ホームページ制作サービス「WEBPRO First 

for レンタルサーバ（おまかせホームペー

ジ制作 制作プラン）」 

同上 
おまかせホームページ制作（制作

プラン）※3 

ホームページ制作サービス「WEBPRO First 

for レンタルサーバ（おまかせホームペー

ジ制作 更新付プラン） 

同上 
おまかせホームページ制作（更新

付プラン）※3 

SEO対策サービス 

株式会社サイバーエージェント（〒

150-0043 東京都渋谷区道玄坂一丁

12番 1号 渋谷マークシティウエス

ト 21階） 

SEO対策※3 

ネットショップ構築代行サービス 

エスアイマネジメント株式会社（〒

150-0031 東京都渋谷区桜丘町 10-

4 モドマルシェ渋谷桜丘 3F） 

ネットショップ構築※3 

iQ CMS 

株式会社シーエムエスエス（〒141-

0031 東京都品川区西五反田 1-21-

8KSS 五反田ビル 6F） 

iQ CMS ※4 

サイボウズ® Office 6 

サイボウズ株式会社（〒103-6028 

東京都中央区日本橋 2-7-1 東京日

本橋タワー 27 階） 
サイボウズ® Office 6 ※5 

サイボウズ® Office 7 同上 サイボウズ® Office 7 ※6 

サイボウズ® Office 8 同上 サイボウズ® Office 8 ※7 

サイボウズ® Office 9 同上 サイボウズ® Office 9 ※8 

サイボウズ® Office 10 同上 サイボウズ® Office 10※11 

サーバ証明書サービス「セコムパスポート 

for Web SR2.0」 

セコムトラストシステムズ株式会

社（〒150-0001 東京都渋谷区神宮

前 1-5-1 セコム本社ビル 4F ） 

セコムパスポート for Web SR2.0
※9 

サーバ証明書サービス「セコムパスポート 

for Web SR3.0」 
同上 セコムパスポート for Web SR3.0 

セキュリティ診断サービス「e-SECOM 診断

365」 
同上 e-SECOM 診断 365※10 

サーバ証明書サービス「グローバルサイン

クイック認証 SSL」 

GMOグローバルサイン株式会社（〒

150-8512 東京都渋谷区桜丘町 26-

1 セルリアンタワー） 

・グローバルサインクイック認証

SSL 

・ワンクリック SSL※10 

※1：一部の指定事業者を除き新規受付停止とするが、2012 年 4月 15日以前の当該オプションサービスの契約者限り提

供するものとする。また、一部の指定事業者については、2018 年 10月 1 日をもって新規受付停止とする。 

※2：新規受付停止とするが、2015年 3 月 31 日以前の当該オプションサービスの契約者限り提供するものとする。 

※3：新規受付停止とするが、2017 年 2 月 28 日以前の当該オプションサービスの契約者に限り利用できるものとする。 

※4：新規受付停止とするが、2012 年 6 月 20 日以前の当該オプションサービスの契約者に限り利用できるものとする。

また当該オプションサービスの契約者に限りライセンス追加のみ申込可能なものとする。 

※5：新規受付停止とするが、2008年 6 月 1日以前の当該オプションサービス契約者に限り利用できるものとする。 



※6：新規受付停止とするが、2009 年 4 月 23 日以前の当該オプションサービスの契約者に限り利用できるものとする。 

※7：新規受付停止とするが、2011 年 10 月 2 日以前の当該オプションサービスの契約者に限り利用できるものとする。 

※8：新規受付停止とするが、2013 年 10 月 6 日以前の当該オプションサービスの契約者に限り利用できるものとする。 

※9：新規受付停止とするが、2015年 11月 30 日以前の当該オプションサービスの契約者に限り利用できるものとする。 

※10：新規受付停止とするが、2017年 11月 15日以前の当該オプションサービスの契約者に限り利用できるものとする。 

※11：共用サーバについては新規受付停止とするが、共用サーバであっても 2017 年 2 月 28 日以前の当該オプションサ

ービスの契約者に限り、新規ライセンス以外のライセンスを受け付けるものとする。 

 

 

（利用申込） 

第６４条 ビジネス支援サービスの契約締結希望者は、提供事業者の契約条件を確認し、これに従うことに同意した上で、

当社所定の手続きに従って契約締結申込を行うものとする。 

２ ビジネス支援サービスの契約締結希望者は、当社と利用契約を既に締結した契約者に限るものとする。 

３ 契約締結希望者は、当社が契約締結希望者から提供をうけた個人情報について、利用契約締結申込およびサービス提

供に必要となる情報を提供事業者に対して提供することがあることについて、同意するものとする。 

４ サーバのバージョンによって申込可能なサービスが一部異なります。詳細は、当社スマイルサーバサイト

（https://www.smileserver.ne.jp）を参照下さい。 

 

（承諾） 

第６５条 ビジネス支援サービスのうち、次条（料金等）に示すサービスを除く他サービスについては、契約者が、第７

条（利用契約の承諾）第３項各号に該当する場合以外に、提供事業者の審査結果によっては申込を受理できないまたは

事後に承諾を取り消す場合があるものとする。 

 

（料金等） 

第６６条 ビジネス支援サービスの料金は、当社が定めるものとする。ただし、次に定めるサービスの料金については提

供事業者が定めるものとする。 

サービス名 提供事業者（住所） 
当該サービスを元に提供している

オプションサービス 

SEO対策サービス 

株式会社サイバーエージェント（〒

150-0043 東京都渋谷区道玄坂一丁

12番 1号 渋谷マークシティウエス

ト 21階） 

SEO対策※1 

ネットショップ構築代行サービス 

エスアイマネジメント株式会社（〒

150-0031 東京都渋谷区桜丘町 10-

4 モドマルシェ渋谷桜丘 3F） 

ネットショップ構築※1 

※1：2017年 2月 28日以前の当該オプションサービスの契約者に限り利用できるものとする。 

 

２ 当社はビジネス支援サービスの料金を契約者コントロールパネル（契約者がビジネス支援サービスの申込のために利

用するホームページ画面で、別途当社がその所在を指定するもの。）に表示するものとする。ただし、前項に示すサービ

スの料金については、一部を除き契約者コントロールパネルには表示されないこととする。 

 

（料金等の支払い方法） 

第６７条 ビジネス支援サービスの料金については、当社が本サービスの料金の請求とあわせて契約者に請求するものと

する。ただし、前条（料金等）第１項に定めるサービスの料金については、当該サービスの提供事業者が直接契約者に

請求するものとする。 

 

（免責） 

第６８条 ビジネス支援サービスについては、当社とは別の事業者が提供するサービスとなることから、その内容・利用

について当社は一切の責任を負わないものとする。 

２ 当社はこれらのサービスについて契約者からの一次問い合わせには対応するが、切り分けによりその対応が上記各社

によるべきと当社が判断した場合、契約者は当該各社と対応するものとする。 

 

 

第６章 プリペイドチケットＩＤ 

 

（定義） 

第６９条 プリペイドチケットＩＤとは、以下に定める事業者が発行し、当社が販売するＩＤで、次のいずれかのサービ

スの提供を受けるために必要な符号をいう。 

サービス名 
サービスの提供事業者並びにプリペイドチケットＩＤの発行事業者（住

所） 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（簡

単ホームページ制作、簡単ホームページ更

株式会社エッセンティア（〒153-0064 東京都目黒区下目黒 2-20-28 東

信目黒ビル 4F） 



新プラス）」※1 

テンプレートブログ制作サービス 

「Busilog for レンタルサーバ」※1 
同上 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（簡

単ホームページ更新プラス追加用）」※1 

同上 

テンプレートホームページ制作サービス

「WEBPRO First for レンタルサーバ（自

分で制作コース、入稿コース、おまかせコ

ース）」※2 

 

同上 

ホームページ制作サービス「WEBPRO First 

for レンタルサーバ（おまかせホームペー

ジ制作 制作プラン、更新付プラン）※3 

同上 

※1：一部の指定事業者を除き新規販売停止とするが、2012 年 4月 15日以前の当該サービスの契約者に限り提供するも

のとする。また、一部の指定事業者については、2018年 10 月 1日をもって新規受付停止とする。 

※2：新規受付停止とするが、2015年 3 月 31 日以前の当該オプションサービスの契約者限り提供するものとする。 

※3：新規受付停止とするが、2017年 2 月 28 日以前の当該オプションサービスの契約者限り提供するものとする。 

 

２ プリペイドチケットＩＤの有効期間、販売方法は当社が別途定める場所に表示するものとする。 

 

（プリペイドチケットＩＤの管理） 

第７０条 契約者は、発行されたプリペイドチケットＩＤを適正に管理する責任を負うものとする。当社は、契約者がプ

リペイドチケットＩＤを第三者に提示したこと、その他プリペイドチケットＩＤの漏洩・不正使用等に伴い契約者に損

害が発生しても、当該損害の発生について当社に故意または重過失がある場合を除き、一切責任を負わないものとする。 

 

（プリペイドチケットＩＤの譲渡等の制限） 

第７１条 契約者は、プリペイドチケットＩＤおよび同ＩＤが表す権利について、第三者に譲渡、販売、質入れ等の行為

をすることができないものとする。 

 

（プリペイドチケットＩＤの払い戻し） 

第７２条 当社は、有効期間中に契約者が利用しなかったプリペイドチケットＩＤを含め、一旦契約者に販売したプリペ

イドチケットＩＤの払い戻しには一切応じないものとする。 

２ 第６９条（定義）第１項のサービスの内容は、サービスの改善、技術上の理由、その他やむを得ない事由により、契

約者に予告なく第６９条（定義）第１項の事業者により一部変更される場合があることを契約者はあらかじめ承諾する

ものとする。当社は、当該変更を理由にしたプリペイドチケットＩＤの払い戻しには一切応じないものとする。 

 

（免責） 

第７３条 プリペイドチケットＩＤに基づくサービスについては、第６９条（定義）第１項に示す事業者が提供するもの

となることから、そのサービスの内容、利用について当社は一切の責任を負わないものとする。当社はプリペイドチケ

ットの販売を行うのみとする。 

２ 当社は前項のサービスについて契約者からの一次問い合わせには対応するが、切り分けによりその対応が第６９条

（定義）第１項に示す事業者によるべきと当社が判断した場合、契約者は当該事業者と対応するものとする。 

 

 

第７章 データ移行支援オプションについての扱い 

 

（総則） 

第７４条 データ移行支援オプションは、本来、利用契約締結希望者・契約者の責務において、利用契約締結者・契約者

が実施すべきデータ移行作業を、当社が代行して実施するものである。データ移行支援オプションの扱いは基本的に本

契約に従うものとする。 

 

（委託） 

第７５条 当社はデータ移行支援オプションの提供に関して必要となる業務の全部または一部を、第三者に委託する場合

がある。 

２ データ移行支援オプションの提供のために、利用契約締結希望者・契約者は、当社・利用契約締結希望者・契約者か

ら該当委託先に対して個人情報を含むデータ移行支援オプションの提供に必要な各種情報を提供することについて、あ

らかじめ同意するものとする。 

３ 委託先には、本規約に定める当社の義務と同等の義務を負わせるものとする。 

 

（利用契約の承諾） 

第７６条 当社が、利用契約締結希望者・契約者からのデータ移行支援オプションの利用契約締結申込を承諾した場合は、

申込受付日を記載した電子メールにより通知するものとする。利用契約はこの電子メールを当社が送信した日に成立す



るものとする。 

 

（利用契約の承諾後の申込取り消し） 

第７７条 当社がデータ移行支援オプションの利用契約承諾後、契約者が申込を取り消した場合、契約者は、料金表の初

期料金相当額を支払う義務を負うものとする。 

 

（資料等の管理） 

第７８条 データ移行支援オプションの利用契約に基づき利用契約締結希望者・契約者が当社に貸与する本業務に関する

資料（以下、「業務資料」という。）については、当社は、次の各号に定める事項を遵守しなければならないものとする。

なお、本条に定めるほか、当社は、第８９条の定めに従い、当社が利用契約締結希望者・契約者から受領した業務資料

について、守秘義務を負うものとする。 

(1) 本業務以外に使用してはならないものとする。 

(2) 利用契約締結希望者・契約者は、本業務に遂行に必要な複製または複写について承諾するものとする。 

(3) 利用契約締結希望者・契約者の承諾なくして複製または複写してはならず、第三者に閲覧、貸与、提供、売却また

は担保提供等の処分をしてはならないものとする。なお、利用契約締結希望者・契約者の承諾を得て複製または複写し

たものについても、本契約の条文に基づき同様に取り扱うものとする。 

(4) 業務資料等（その複製・改変物を含む。）を他の資料、物品等と明確に区別し、善良なる管理者の注意をもって保管

し、本業務遂行の目的以外に使用または利用しないものとする。なお、当社は、業務資料等を紛失、滅失、毀損または

変質した場合は速やかにこれを申し出る。 

(5) 業務資料のうち、移行先のサーバに設定またはアップロードする情報（付与されたコンテンツデータ、パスワード、

アカウントリスト等）については、給付完了日の１カ月以降、３カ月以内に確実に破棄することとする。 

 

（見積外作業に対する措置） 

第７９条 データ移行支援オプション提供にあたり、見積外の追加作業は、追加料金が生じるものとする。 

 

（検査） 

第８０条 当社は、本業務完了後、直ちに契約者に対し業務完了報告書を提出し、契約者による本業務の履行（物品、ソ

フトウェア、著作物等の成果物（以下、「成果物」という。）を含む。）が申込の条件等に適合しているか否かについて、

契約者の検査を受けなければならない。 

２ 契約者は、業務完了報告書受領の日から１０日以内に検査を行うものとする。 

３ 契約者は、検査を終了したときは、その結果を速やかに当社に通知するものとする。契約者から当社に対して１０

日以内に検査結果の通知がない場合は、本業務は、業務完了報告書受領の日から起算して１１日目をもって契約者が実

施する検査に合格したものとみなす。 

 

（検査不合格の場合の措置） 

第８１条 第８０条に規定する契約者による検査の結果、検査結果が不合格になった場合は、当社は当社の責任と負担に

おいて、契約者及び当社にて協議の上指定する期日までに本業務の補正を行うものとし、補正が完了したときは、当社

は直ちに契約者に通知し、再度第８０条に規定する検査を受けなければならない。 

 

（給付完了日） 

第８２条 第８０条の検査に合格した場合は、第８０条の契約者が通知する検査結果通知書をもって給付完了の通知と

し、検査に合格した日をもって給付完了日とする。 

 

（成果物） 

第８３条 本業務の実施により発生した成果物については、当社は、成果物を納入することとする。 

 

（所有権の移転及び危険負担） 

第８４条 第８３条の成果物の所有権は、第８２条の給付完了日をもって、給付先に移転するものとする。 

２ 前項の規定による所有権の移転前に生じた成果物の毀損または滅失等による損害は、全て当社の負担とする。ただ

し、当該損害が契約者の故意または過失により生じた場合は、この限りではない。 

 

（著作物の帰属） 

第８５条 データ移行支援オプションの契約により作成された成果物の著作権（著作権法第２７条、第２８条に定める権

利を含む。）は第８２条の給付完了日をもって契約者に移転するものとする。 

２ 当社は、当該著作物について契約者に対して、著作者人格権（著作権法第１８条から第２０条までに規定される権

利をいう。）を一切行使しないものとする。 

 

（契約者の知的財産権等） 

第８６条 データ移行支援オプションの契約に別段の定めがある場合を除き、利用契約締結希望者・契約者は、当社に対

して、利用契約締結希望者・契約者の保有する特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他の産業財産権（特許を受

ける等、登録前のこれらの権利を受ける権利を含む。）、著作権、技術上または営業上のノウハウに関する権利、その他

の権利（以下、総称して「知的財産権等」という）を使用する権利を一切認めるものではない。ただし、利用契約締結

希望者・契約者が、合意に基づき、当社に対し一部の範囲での使用を認めた場合は、この限りではない。 



 

（第三者の知的財産権等の侵害） 

第８７条 契約者は、自己の費用と責任により、本業務の遂行のために必要な一切の第三者の知的財産権等に係る許諾、

その他必要な合意、承認を取得することとし、本業務の遂行に際し、当社及び第三者の知的財産権等その他の権利を侵

害することがないことを保証する。また、契約者は、第三者をして、当社に対して著作者人格権を行使させないものと

する。 

２ 本業務の遂行に関して第三者の知的財産権等その他の権利を侵害している、または侵害している可能性があるとし

て当社と第三者との間で問い合わせ、苦情、紛争等が発生したときは、契約者は、訴訟費用を含む全ての費用を負担し

て責任をもって当該紛争等を処理、解決するものとし、当社を免責せしめるとともに当社が被った一切の損害を賠償す

るものとする。 

 

（許認可等の取得） 

第８８条 契約者は、本契約の履行のために、関係する国、地方公共団体等の許認可等の取得、届出等必要なすべての手

続きを自らの責任において取らなければならない。 

２ 契約者は、データ移行支援オプション契約に定める当社の義務を履行するために、第三者の合意、承認その他の了

解が必要な場合は、それらを取得しなければならない。 

３ 当社が要求した場合、契約者は前二項の手続が完了したことを証明する文書を当社に提出しなければならない。 

 

（守秘義務） 

第８９条 当社は、契約者の事前の承諾なくして、データ移行支援オプション契約の存在及び内容、利用契約締結希望者・

契約者が当社に交付した業務資料及びその内容、当社が本契約を通じて利用契約締結希望者・契約者から口頭または書

面を問わず開示されたアイディア、ノウハウ、データ等の利用契約締結希望者・契約者の技術上、営業上及び業務上の

一切の情報（以下、「秘密情報」という。)を本契約遂行の目的以外に使用せず、第三者に開示、漏洩しないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当社が次の各号の一に該当することを立証し得た情報は、秘密情報には含まれないもの

とする。 

(1) 当社の責に帰すことのできない事由により、利用契約締結希望者・契約者による提供の時点で既に公知であるかま

たは提供後に公知となった場合 

(2) 当社が利用契約締結希望者・契約者による提供の時点で既に保有していた場合 

(3) 当社が第三者から守秘義務を負うことなく適法に入手した場合 

(4) 当社が独自に開発した場合 

３ 当社は､自己の役職員または第三者に秘密情報等を使用させる場合、当該役職員または第三者に本契約と同様の守秘

義務を課すとともに、当該役職員（退職または退任後も含む。)または第三者が守秘義務に違反することのないように、

必要な措置を講じなければならない。 

４ 個人情報の保護・機密保持に関し、本契約のほか、別に定める規定がある場合は、当該規定を遵守するものとする。 

 

（契約金額の支払） 

第９０条 契約者は、第８２条の給付の完了が確認されたときは、第１編第５章に則り支払うものとする。 

 

（瑕疵担保責任） 

第９１条 第８２条の給付の完了が確認された以降は、当社の瑕疵の有無に関わらず、その後の作業及び、動作確認、バ

ージョンアップ対応、仕様説明等のサポートは行わないものとする。 

 

（納入期限の無償延伸） 

第９２条 当社は、天災、不可抗力その他当社の責に帰すことの出来ない事由（契約者からの要望等を含む。）により、

納入期限までに本契約を履行することができない場合は、これを無償延伸することができる。ただし、その延伸日数は

契約者と当社での協議により定めるものとする。 

２ 契約者からの要望を除く前項の事由が９０日以上継続した場合は、契約者は本契約の一部または全部を解除するこ

とができる。 

３ 前項の規定により、本契約の一部を解除した場合において、既納部分で検査に合格したものは、契約者の所有とし、

契約者は当該部分に相当する代金を第９０条により支払うものとする。 

 

（契約の無償解除） 

第９３条 契約者は、当社が天災その他当社の責に帰することができない事由により本契約の解除を申し出たときは、本

契約の全部または一部を無償で解除することができる。 

２ 前項の規定により、本契約の一部を解除した場合においては、第９２条第３項の規定を準用する。 

 

（免責） 

第９４条 当社は、データ移行支援オプションの提供に当たり、利用契約締結希望者および契約者の同意に基づき、サー

バの環境調査及び移行作業を行うが、その原因の如何によらず、いかなる賠償の責任も負わないものとする。 

２ 移行対象ソフトウェア等は、データ移行支援オプションの提供にあたり当社が修正する場合があるが、修正の有無

に関わらず、移行対象ソフトウェア等の運用またはメンテナンスにかかる作業について、当社はいかなる義務も負わな

いものとする。 

３ 当社は、移行対象ソフトウェア等の機能について何ら保証せず、移行対象ソフトウェアの欠陥または動作不良等そ



の他使用により発生する直接あるいは間接の損害について、当社はいかなる責任も負わないものとする。 

４ 当社は、データ移行支援オプションの提供に当たり手順またはノウハウ等を提示する場合があるが、該当物の内容

について何ら保証するものではなく、該当物の使用により発生する直接あるいは間接の損害について、当社はいかなる

責任も負わないものとする。 

 

 

 

 

 

附則（２０１７年１１月１５日） 

本利用規約は２０１７年１１月１５日より有効となるものとする。 

 


